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番号

150,374

2,025,429

2,020,331

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

流用等増△減額（千円）

歳出予算現額（千円）

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）

2,025,429

2,025,429 14,835,397 11,538,997

総合･実績･事業

（ 当 初 ）

国際機関の活動への参画・協力し、国際社会に貢献す
ること

Ⅹ－１－１評価方式

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

政策名

20年度 22年度

【政策ごとの予算額等】

1,828,543

＜0＞ ＜0＞

5,098

＜0＞

1,828,543

1,678,169

21年度

評価結果の予算要求等
への反映状況

評価結果を踏まえ、施策目標達成のために必要な経費を継続して要求することとした。

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

①国際労働機関が行うディーンセント・ワーク（働きがいのある人間らしい仕事）実現のための事業等に対して協力すること
②世界保健機関等が行う技術協力事業に対して協力すること
③経済協力開発機構が行う研究・分析事業に対して協力すること
（個別票②参照）

23年度要求額

1,828,543

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 厚生労働本省

Ａ 2 一般 厚生労働本省

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理】

経済協力に係る分担金等の支払に必要な経費

項

国際機関活動推進費

国際機関活動推進費 国際分担金等の支払に必要な経費

政策評価結果等
による見直し額

政策名

の内数

事項

小計

小計

合計

国際機関の活動への参画・協力し、国際社会に貢献すること Ⅹ－１－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

22年度
当初予算額

8,624,044

6,211,353

14,835,397

の内数

14,835,397

の内数

の内数

23年度
要求額

6,844,295

4,694,702

11,538,997

の内数

の内数

の内数

の内数

11,538,997



別紙（13-3）

【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 Ⅹ－１－１

22年度
当初
予算額

23年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による

見直し額
（C)

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 国際機関の活動への参画・協力し、国際社会に貢献すること

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号

合計
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政策の概要
保健医療・公衆衛生・雇用・労働・社会分野における様々な課題について、国際社会に貢献するため、世界保健
機関（ＷＨＯ）、国際労働機関（ＩＬＯ）、経済協力開発機構（ＯＥＣＤ）等の国際機関を通じて、技術協力事
業、国際的な研究・分析事業へ協力する。

（総合的評価）
保健医療、公衆衛生、雇用・労働分野等における国際機関を通じた協力については我が国の経験及び国際機関の
専門性の双方を活用し、国際社会へ貢献するだけではなく、我が国の施策の検討や制度の安定等に資するもので
あるため、効率的、効果的に事業を実施しているものと評価している。

　今後の課題として、金融危機に端を発した経済危機が労働市場へ与える影響、新型インフルエンザ発生のよう
な様々な問題に即応した事業が実施されるよう国際機関に働きかけること等により、日本のプレゼンスを高めて
いくことが必要である。

【評価結果の概要】
※平成２２年度は、モニタリングのみを実施しており、平成２２年度のモニタリング結果及び平成２１年度の実績評価
書に基づき記載している。

（必要性）
グローバル化が進展する中で、急速な技術革新、産業構造の変化に伴い、労働分野における諸問題の解決は、開
発途上国の安定的・持続的な社会的・経済的発展の条件となっており、重要な課題でもある。
　特にアジア・太平洋地域の開発途上国においては、年々、我が国との社会的・経済的な関係が深化しており、
技術協力を通じて、同地域の発展のために、労働環境の整備を推進することは、関係の深い我が国の発展にもつ
ながるものであり、政策的にも重要である。
　こうした状況において、同地域の安定的・持続的な経済発展の基盤として、労働環境の整備を進めるために、
ＩＬＯが持つ専門的知識やノウハウを活用した技術協力を行うことが必要である。

 近年国際社会でその重要性が高まっている保健医療・公衆衛生分野における諸課題に対して、各国が協力する
ことにより、例えば、世界共通の課題となっている感染症問題に適切かつ迅速に対処することが可能となり、こ
れは我が国の感染症対策の実施の上で、重要である。
　また、発展途上国における保健医療の水準の向上に寄与することにより、安定的・持続的な経済発展の基盤と
なり、その国の開発・発展にも貢献することとなる。

　OECDは、世界経済の主要国の雇用・社会分野の様々な課題に関して多角的・総合的な研究・分析を行ってお
り、これを通じて、我が国の雇用・社会保障政策等の改善が図られる。このため、OECDが行う事業のうち、我が
国の政策立案・運営に資する研究・分析事業に拠出し、当該事業の効果的実施に貢献することが、我が国にとっ
て必要である。

(反映の方向性）
施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける。

（効率性）
現在アジア・太平洋地域各国が直面している課題に既に対応してきた我が国の経験は、諸外国がこれらの課題に
対応するために実践的なものである。また、ILOやWHO等の専門知識、経験を有する国際機関を通じた協力を行う
ことにより、より効果的な事業を実施することが可能となっている。
　また、我が国が積極的に協力・貢献しているOECDの雇用や医療に関する事業に対して、先進各国からも効果や
効率性等について高い評価を得ている。

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成２２年９月 担当部局名：大臣官房国際課

Ⅹ－１－１番号政策名

（有効性）
保健医療、公衆衛生、雇用・労働分野等において、我が国は長年の経験を有しており、東南アジアを中心とした
アジア・太平洋地域各国におけるこれらの分野に係る課題を解決するために、我が国の経験を踏まえた支援を行
うことは、効果的である。また、OECDによる研究・分析に参加することにより我が国の雇用・社会保障政策等の
改善が図られるため、OECDの事業への拠出は有効である。

国際機関の活動へ参画・協力し、国際社会に貢献すること
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関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

年月日 記載事項（抜粋）施政方針演説等

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】
政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等  

  

Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 

１ 

 

アジア 太平 洋地 域技 能就 業能 力計画

（SKILLS-AP）のセミナー参加者が自分の

所属機関等においてセミナーの成果を政

策や事業等何らかの形で活用した割合 

（80％/毎年度） 

- 85％ 100％ 88％ 集計中 

達成率 - 106％ 125％ 110％ - 

２ OECD 事業実施報告における厚生労働省が

拠出した事業の質に対する各国評価平均 

（中程度（medium）＝3 以上/ 

2 年に 1 回） 

3.66 3.59 4.00 4.02 平成 23年

実施予定 

達成率 122％ 120％ 133％ 134％ - 

３ プロジェクト（国際労働機関が行うディー

セント・ワーク（働きがいのある人間らし

い仕事）実現のための各種事業）毎に設定

さ れ て い る 計 画 目 標 （ immediate 

objectives）の達成状況 

（前プロジェクトと同程度/各プロジェク

ト終了時） 

- - 100％ 100% 集計中 

 

達成率 - - 100％ 100％ - 

【調査名・資料出所、備考等】 

指標１について 

・資料出所：アジア太平洋地域技能就業能力計画(SKILLS-AP)ワークショップの参加者の所属機関（各国能力開発行政機

関）による評価結果（ワークショップで得られた知識・スキルを新しい制度の導入、既存の制度の運営等に

活用できたか） 

・平成 2１年度の数値を現在集計中であり、平成２２年１１月公表予定。 

指標２について 

・資料出所：OECD 事業実施報告（PIR, Programme Implementation Reporting） 

       OECD 加盟国がOECD の事業の「質」（Quality）を 1～5の 5段階で評価した調査報告。2年おきに実施され、

平成 21年及び平成 22年分は、平成 23年実施予定。  

・OECDの事業年（暦年）と当省予算年度の関係：OECD の事業に対しては、その前年度の当省予 

算から拠出（OECD の平成 21年（暦年）事業については、当省平成 20年度予算から拠出）。 

・政策評価の対象事業：当省が拠出金を出しているOECD の事業 

指標３について 

・資料出所：ILO の持つ専門的知識やノウハウを活用し、ニーズにあった協力を行うために日本が拠出しているプロジェ

クトについて、そのプロジェクト毎に設定される計画目標の達成状況を、国際労働機関アジア太平洋地域事

務所（ILO・ROAP）の作成する報告書を基に、平成 19年度プロジェクトから把握。 

・平成 21年度の数値を現在集計中であり、平成 23年度第 1四半期に公表予定。 
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番号

政策評価調書（個別票①-1）

【政策ごとの予算額等】

政策名 二国間の国際協力を推進すること 評価方式 総合･実績･事業 Ⅹ－１－２

歳出予算額（千円） 20年度 21年度 22年度 23年度要求額

（ 当 初 ）
277,510 266,766 717,161 749,656

（ 補 正 後 ）
276,976 266,131

前年度繰越額（千円）

予備費使用額（千円）

流用等増△減額（千円）

歳出予算現額（千円）
276,976 266,131

＜0＞ ＜0＞

支出済歳出額（千円）
276,812 265,720

翌年度繰越額（千円）

不用額（千円）
164 411

＜0＞ ＜0＞

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法
開発途上国の人材養成事業等に対して協力すること（個別票②参照）

政策評価結果を受けて
改善すべき点

評価結果の予算要求等
への反映状況

評価結果を踏まえ、施策目標達成のために必要な経費を継続して要求することとした。
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 厚生労働本省

Ａ 2

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 1 一般 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 2 一般 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理】

政策名 二国間等の国際協力を推進すること Ⅹ－１－２

予　算　科　目
政策評価結果等
による見直し額

整理番号 項 事項
22年度

当初予算額
23年度
要求額

対応表に
おいて●
となって
いるもの

国際協力費 国際協力の推進に必要な経費 717,161 749,656

小計
717,161 749,656

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

小計
の内数 の内数

対応表に
おいて○
となって
いるもの

小計 の内数 の内数

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

合計
717,161 749,656

の内数 の内数

の内数 の内数
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 Ⅹ－１－２

22年度
当初
予算額

23年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による

見直し額
（C)

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 二国間の国際協力を推進すること

事務事業名 整理番号

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

合計
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政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成２２年９月 担当部局名：大臣官房国際課

政策名 二国間等の国際協力を推進すること 番号 Ⅹ－１－２

政策の概要

【ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合開催事業】
○社会福祉及び保健医療の分野におけるＡＳＥＡＮと日本の緊密な関係を更に発展させ、また、当該分野での
人材育成を強化するため、ＡＳＥＡＮ10カ国から社会福祉と保健医療政策を担当するハイレベル行政官を招聘
し、ＡＳＥＡＮ・日本社会保障ハイレベル会合を実施。
・本会合のテーマはASEAN諸国やASEAN事務局からの提案を受けて、ＡＳＥＡＮ＋３保健大臣会合、社会福祉大
臣会合の議論などを踏まえ選定している。
→これまで、高齢化社会への対応、母子・障害者福祉、社会的弱者（女性・児童）支援をテーマとし、福祉と
保健分野の連携を軸に、中央政府と地方の連携、官民の役割分担、地域活動などについて議論を行ってきた。
・ＡＳＥＡＮ諸国からの参加者は（２００３～２００９年）延べ２４４名に上る。
【技能実習制度推進事業】
○外国人研修・技能実習制度の適正かつ円滑な推進を図り、研修生・技能実習生が修得した技能等を帰国後母
国で活用することによって経済発展に資することを目的として、実習実施機関、技能実習生等に対する指導・
援助を行うための以下の事務事業を実施
・実習実施機関等に対する巡回指導、技能実習生に対する母国語での電話相談等を行う「技能実習制度推進事
業」

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

【評価結果の概要】

（総合的評価）
　保健医療、公衆衛生、雇用・労働分野等において、我が国が保持する高度な技術を活用し、民間団体による
国際協力を支援する事業を実施することや、我が国とＡＳＥＡＮ諸国との情報・経験の共有を図ることで、効
果的に国際社会に貢献することができると評価している。

（必要性）
【ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合開催事業】
○東南アジア諸国を始めとするアジア・太平洋地域の開発途上国は、１９９７年のアジア通貨危機を乗り越え
ためざましい経済発展を遂げ、現下の金融・経済危機の影響も徐々に克服しつつあります。しかしながら、こ
れまでの経済成長の成果は十分に行き渡っておらず、貧富の差は非常に大きく、貧困削減等に関するＭＤＧｓ
の達成が危ぶまれています。これらの背景より、シンガポールＡＰＥＣ首脳会議宣言においても、「あまねく
広がる成長（inclusive　growth）」の必要性を強調しており、ピッツバーグＧ２０サミット首脳声明におい
ては、開発途上国における失業、疾病などのリスクから人々を保護するためのセーフティーネットの不備が指
摘されています。我が国としても、「東アジア共同体構想」に格差是正、貧困削減などのアジアが抱える課題
に対して 社会的セーフティネットの構築など,我が国の地域、経験を活用することを盛り込んだところです。

○とりわけASEAN諸国の産業社会の着実な発展は、少子高齢化や核家族化などといった、かつて我が国が経験
した急速な人口構造・家族形態の変容をもたらしつつあります。
→アジアにおける先駆的取り組みとして我が国が講じてきた社会保障諸政策に対して、各国からの期待は非常
に高くなっています。
→また、本事業は、2004年から開催されている、ＡＳＥＡＮ+3（日・中・韓）保健大臣会合、社会福祉大臣会
合を支える事業として位置づけられるとともに、我が国が進める「東アジア共同体」構想の具体化に資するも
のです。

【技能実習制度推進事業】
○技能実習制度は開発途上国への技能移転を通じた国際協力を目的とする制度です。平成5年の制度開始以
来、本制度による外国人研修生・技能実習生の数は年々増え続け、現在では約20万人の外国人研修生・技能実
習生が我が国に滞在しています。
○しかしながら、一部の受入れ企業・団体において研修生・技能実習生を実質的に低賃金労働者として扱うな
ど、不適正な受入れが行われていたため、規制改革推進のための3カ年計画（再改定）（平成21年3月閣議決
定）により、研修生・技能実習生に対する保護措置の整備・拡充が提言されています。
→監理団体及び実習実施機関に対する巡回指導の強化、技能実習生に対する母国語電話相談、労働基準法など
の法的保護に関する講習が的確に実施されるよう、各種支援等を実施する必要があります。
（効率性）
【ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合開催事業】
○　記述式の参加者アンケートによるとテーマに関連する現場視察に対する評価が高く挙がっており、→　保
健医療・社会福祉分野における我が国における制度の紹介を行うだけでなく、より具体的に社会保障政策を理
解することを促進するための複数の現場視察を効率的に組み込んでいる点が評価されており、効率性の高いプ
ログラムとなっていると言える。
○　一度にＡＳＥＡＮ諸国１０カ国が省庁間の縦割りを超えて一堂に会し、参加者が相互に積極的な影響を与
えながら、保健と福祉の連携による具体的な施策展開に繋がっている点からも、
→　効率性の高い事業運営となっていると言える。

【技能実習制度推進事業】
○巡回指導については、従来は実習実施機関を中心に行ってきた
→平成21年度より、受入れ団体に対する指導を強化（受入れ団体への巡回指導実施件数：98件（平成19年度）
→1397件（平成21年））することで、1回の指導で、1団体のみならず、傘下の実習実施機関まで指導の効果が
及ぶように方針を転換
→概ね2年間で全ての受入れ団体（1,807団体：21年度把握分）及び実習実施機関（23,716企業：21年度把握
分）を巡回できるよう目標を設定しており、目標件数を上回っていることから、効率良く巡回指導を行ってい
るものと評価できる。
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（有効性）
【ASEAN・日本社会保障ハイレベル会合開催事業】
　○「会合が有効だった」とする割合は過去会合に於いて5点満点中4点以上と前年度と同等
→本事業は有効だと評価されており、我が国の国際的評価・信用を高めています。

【技能実習制度推進事業】
○目標値を達成していない
→金融危機に伴う景気の悪化により、実習実施機関の倒産を理由とする技能実習生の途中帰国が平成21年に著
しく増加（3,626人）したため、目標値を下回る結果となったと考えられる。
○他方、技能実習生から技能実習目標を「十分に達成できた」と評価される割合が97％。
○巡回指導の件数も目標数（10,500件/平成21年度）を上回っている。
→巡回指導を通じて受入れ団体・企業を指導することにより、技能実習生の技能実習目標が高い割合で達成さ
れているものと考えられる。
→開発途上国への技能移転を図ることで、二国間の国際協力等を推進するという本事業の目的に照らし、一定
の成果を挙げているものと評価できる。

(反映の方向性）
予算について、見直しの上、減額

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

施政方針演説等 年月日 記載事項（抜粋）

 
 

 Ｈ17 Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20 Ｈ21 
１ ASEAN・日本社会保障ハイレベ

ル会合開催事業参加者（各国の

代表者）へのアンケート調査に

おいて「会合が有効だった」と

する割合 

（前年と同程度/毎年度）   

- - 4.1/５点

中 

4.4/５点

中 

4.2/５点

中 

達成率 - - - 107％ 95％ 

２ 技能実習修了認定を受けた技

能実習生の割合 

（95％以上/H17～H20） 

（90％以上/H21） 

92％ 93％ 94％ 91％ 88% 

達成率 97％ 98％ 99％ 96％ 98% 

【調査名・資料出所、備考等】 

指標１について 

 資料出所：厚生労働省調べ（参加者からのアンケート 5点満点評価の平均値） 

指標２について 

 資料出所：技能実習制度推進事業の受託者調べ 
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番号

33,400

4,122,906

4,097,599

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

流用等増△減額（千円）

歳出予算現額（千円）

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）

4,122,906

4,147,582

3,926,972

3,926,972 3,816,731

総合･実績･事業

（ 当 初 ）

国立試験研究機関の適正かつ効率的な運営を確保する
こと

ⅩⅠ－１－１評価方式

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

政策名

20年度 22年度

【政策ごとの予算額等】

4,101,194

＜0＞ ＜0＞

25,307

＜0＞

4,553,139

4,519,739

21年度

評価結果の予算要求等
への反映状況

適正かつ効果的に実施されているとの評価結果を踏まえ、引き続き機関評価の結果を反映し、必要な予算を要求することとした。

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

各機関における研究課題評価において、一定の水準を達成する。（５点中３．５点／３年間）

23年度要求額

4,553,139

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般
厚生労働本省
試験研究機関

Ａ 2 一般
厚生労働本省
試験研究機関

Ａ 3 一般
厚生労働本省
試験研究機関

Ａ 4 一般
厚生労働本省
試験研究機関

Ｂ 1

Ｂ 2

Ｂ 3

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理】

国立感染症研究所の試験研究に必要な経費

国立医薬品食品衛生研究所の試験研究に必要な経費

項

厚生労働本省試験研究所試験研究費

厚生労働本省試験研究所試験研究費
国立保健医療科学院の養成訓練及び試験研究に必要な経
費

政策評価結果等
による見直し額

政策名

の内数

事項

小計

小計

合計

国立試験研究機関の適正かつ効率的な運営を確保すること ⅩⅠ－１－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

国立社会保障・人口問題研究所の試験研究に必要な経費

厚生労働本省試験研究所試験研究費

厚生労働本省試験研究所試験研究費

22年度
当初予算額

1,010,663

490,146

166,177

2,259,986

3,926,972

の内数

の内数

3,926,972

の内数

の内数

23年度
要求額

989,232

477,335

141,761

2,208,403

3,816,731

の内数

の内数

の内数

の内数

の内数

3,816,731
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⅩⅠ－１－１

22年度
当初
予算額

23年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による

見直し額
（C)

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 国立試験研究機関の適正かつ効率的な運営を確保すること

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号

合計
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単位 基準値 目標値

（年度） １９年度 ２０年度 ２１年度 （年度）

点 － 3.5

点 － 3.5

点 － 3.5

点 3.8 3.5

関係する施政方針
演説等内閣の重要
政策（主なもの）

年月日 記載事項（抜粋）施政方針演説等

政策の概要

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

各国立試験研究機関において３年に１度研究課題評価を行うことにより、機関運営と研
究実施推進の両面から、機関の適正かつ効果的な運営を確保することを目的とする。

（総合的評価）
　国立試験研究機関の研究課題評価については、手法及び頻度ににおいて適切であり、適正かつ効果
的に実施されているものと評価できる。全ての研究事業において、「良好」である3点以上の評価を得
ているか、点数制を採用していないが、全体的に肯定的な評価を受けているところである。このこと
から、国立試験研究機関で行っている研究事業は、国民の福祉の向上のため、十分な成果を上げてい
ると考えられる。

【評価結果の概要】

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

（必要性）
国立試験研究機関は、国民生活の向上のため、医薬品等の安全性、公衆衛生、社会保障・人口問題、
感染症対策等について、科学的見地から研究するとともに関連情報の提供を行っているところであ
る。このような研究開発評価のプロセスにおいては、研究重点化の方向性、社会貢献、国際協力、倫
理規程の整備といった諸課題について議論されており、その結果、様々な形で機関の運営の改善が図
られており、今後も適正に評価を行っていく必要がある。

(反映の方向性）
評価を積極的に活用し、機関運営と研究実施・推進の両面から、定期的な評価を進めて行くと共に、
事業の必要性、計画の見直し、予算要求等に反映

（効率性）
評価については、あらかじめ定められたルールの下で、評価委員会を組織して行っていることから、
客観的な評価を集中的かつ効率的に実施することができる。また、国立試験研究機関における研究
は、その期間が複数年にわたる研究が多くあることから、これまでは３年程度の間隔を置いて評価を
行っていることは妥当と考えられる。ホームページによる公表は、評価結果の入手を希望する多数の
者が簡便に入手できる点において、効率的である。

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成　２２年　７月 担当部局名：大臣官房厚生科学課

ⅩⅠ－１－１番号政策名

国立社会保障・人口問
題研究所における研究
課題評価（3年に1度実
施）

平均3.5点以上／3年間

※総合評点は5点満点で、3
点で「良好」の評価

※国立感染症研究所の各
研究課題については開始
年度で評価時期が異なって
いる

3.9

指標名

点数制
を採択
してい
なかっ
たが、
全体と
して肯
定的な

4.4

国立保健医療科学院
における研究課題評価
（3年に1度実施）

3.5

－

3.9

国立試験
研究機関
の適正か
つ効果的
な運営を
確保する
こと

達成目標

国立医薬品食品衛生
研究所における研究課
題評価（3年に1度実

国立感染症研究所に
おける研究課題評価（3
年に1度実施）

－

国立試験研究機関の適正かつ効果的な運営を確保す
ること

達成目標・指標の
設定根拠・考え方

実　績　値

（有効性）
研究をめぐる諸情勢の変化に柔軟に対応しつつ、適切な研究の推進を図るためには、研究開発施策の
評価に当たり、評価を積極的に活用し、機関運営と研究の実施・推進の両面から、定期的な評価を行
うことが有効である。また、評価の公正や透明性を確保するためには、評価の結果について、できる
だけ具体的な内容を公表することが有効であり、各国立試験研究機関においては評価結果を厚生科学
審議会の資料として公開するとともに、各機関におけるホームページ等により公表している。
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番号

個別表②に記載

今後も引き続き、各研究事業で評価委員会が開催され適切な評価が行われることにより、各研究事業の適切かつ効果的な実施を
図っていく必要がある。

23年度要求額

0

12,399,070

＜0＞ ＜0＞

12,399,070

12,389,990

21年度

評価結果の予算要求等
への反映状況

評価結果を踏まえ、厚生労働行政にとって真に必要な研究を厳選すること、また、評価による研究成果の施策への適切な反映の観
点から、引き続き、各種指針を踏まえた評価体制の構築と適切な評価の実施を図ることとし、そのために必要な予算を継続して要
求することとした。

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

＜0＞ ＜0＞

6,091

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

政策名

20年度 22年度

【政策ごとの予算額等】

12,399,070 57,429,911

実績

（ 当 初 ）

厚生労働科学研究事業の適性かつ効率的な実施を確保
すること

ⅩⅠ－２－１評価方式

12,249,301

12,249,301

57,902,800

57,902,800

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）
0

0

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

流用等増△減額（千円）
0

歳出予算現額（千円）

9,080

0

0

0

12,249,301

12,243,210

0
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 厚生労働本省 -366

Ａ 2

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1 一般 厚生労働本省

Ｂ 2 一般 厚生労働本省

Ｂ 3 一般 厚生労働本省

Ｂ 4

Ｃ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

-366

の内数

57,429,911

の内数

701,721

8,102,723

892,000

9,696,444

の内数

の内数

23年度
要求額

47,733,467

47,733,467

の内数

57,902,800

の内数

738,737

9,742,034

175,000

22年度
当初予算額

47,247,029

47,247,029

独立行政法人医薬基盤研究所施設整
備費

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

独立行政法人医薬基盤研究所施設整備に必要な経費

合計

厚生労働科学研究事業の適性かつ効率的な実施を確保すること ⅩⅠ－２－１

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

事項

小計

小計

独立行政法人国立健康・栄養研究所
運営費

独立行政法人医薬基盤研究所運営費 独立行政法人医薬基盤研究所運営費交付金に必要な経費

-366

政策名

の内数

独立行政法人国立健康・栄養研究所運営費交付金に必要
な経費

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理】

10,655,771

厚生労働科学研究に必要な経費

項

厚生労働科学研究費

政策評価結果等
による見直し額
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⅩⅠ－２－１

22年度
当初
予算額

23年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による

見直し額
（C)

Ａ 1 44,893 55,589 10,696 △ 366 － △ 366

施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続
けるという評価結果を踏まえ、引き続き、必要な予算を
要求することとした。

△ 366 △ 366－合計

研究評価推進事業

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 厚生労働科学研究事業の適性かつ効率的な実施を確保すること

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号
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単位 基準値 目標値

（年度） Ｈ19年度 Ｈ20年
度

H21年度 （年度）

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成２２年７月

ⅩⅠ－２－１番号

担当部局名：大臣官房厚生科学課

政策名
厚生労働科学研究事業の適正かつ効果的な実
施を確保すること

（効率性）
各研究事業の評価委員会においては、各分野の委員（学識経験者等）が最新の知見に照らし
て評価を行い、その結果に基づいて研究費が配分されている。また、中間評価では当初の計
画通り研究が進行しているか否か到達度評価を実施しており、必要な場合は研究計画の変
更・中止が決定されるため、研究費の効率的な運用に寄与している。

指標名

64 72

（有効性）
　各研究事業の評価委員会については、「厚生労働省の科学研究開発評価に関する指針」
（平成22年４月１日厚生労働省大臣官房厚生科学課。以下「指針」という。）に基づいて各
事業毎に年１回以上開催している。研究評価には、研究開発課題の採択に関する事前評価、
研究の進捗を評価する中間評価、研究が適切に行われたか等を評価する事後評価がある。事
前評価では、厚生労働行政にとって真に必要な研究開発課題を厳選することにより効果的な
資金配分に寄与し、中間評価では、研究成果が施策に反映されるように研究の進め方に適切
な助言等を行い、事後評価では、研究の達成・未達成の確認、以後の評価での活用、以後の
研究事業の企画・実施への活用など、評価委員会の評価を通じ、各研究事業の有効な実施が
図られている。

厚生労働省の科学研究
開発評価に関する指針

各事業
毎

年１回以
上

78

研究評価
委員会の
開催

政策の概要

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

厚生労働科学研究の振興を促し、もって、保険医療、福祉、生活衛生、労働安全
衛生等厚生労働行政施策の科学的な推進を確保し、技術水準の向上を図る。

（総合的評価）
　各研究事業の適正かつ効果的な実施には、各種指針を踏まえた評価体制の構築と適切な評
価の実施が不可欠である。下記のとおり各研究事業で年１回以上評価委員会が開催され適切
な評価が行われていることにより、各研究事業の適切かつ効果的な実施が図られていると評
価できる。
　

【評価結果の概要】

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

（必要性）
　厚生労働科学研究では、厚生労働行政施策の適切妥当な科学的根拠の形成に資する幅広い
研究を実施しているところである。近年は特に、健康安心の推進、健康安全の確保及び先端
医療の実現に資する研究を推進しており、具体的な事例として、がんの革新的予防・診断・
治療法の開発に関する研究や、生活習慣病対策、難病対策、肝炎対策等の推進に関する研究
を実施しているところである。したがって、厚生労働省が実施する重要な施策の展開のた
め、厚生労働科学研究の適切かつ効率的な実施を確保することが必要となっている。

達成目標・指標の
設定根拠・考え方

実　績　値

回

関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

年月日

第３期科学技術基本計画

記載事項（抜粋）

・競争的資金及び間接経費の拡充。

施政方針演説等

平成18年3月28日

(反映の方向性）
 施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける。

各事業
毎

年１回以
上

達成目標

研究評価
委員会開
催件数
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番号

「オンライン利用拡大行動計画」に基づく重点２１手続のオンライン利用率（７０％以上／平成２５年度、かつ、４３％以上／平
成２０年度、４７％以上／平成２１年度

　施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける。

23年度要求額

409,153

＜0＞ ＜0＞

409,153

404,158

21年度

評価結果の予算要求等
への反映状況

平成22年度予算に引き続き国民からのオンラインによる申請・届出を処理するシステムを整備、運用及び改善するための経費を要
求する。

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

＜0＞ ＜0＞

52,355

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

政策名

20年度 22年度

【政策ごとの予算額等】

409,153 619,027

実績

（ 当 初 ）

行政分野へのIT（情報通信技術）の活用とこれに併せ
た業務や制度の見直しにより、国民の利便性の向上と
行政運営の簡素化、効率化を図ること。

ⅩⅡ-1-1評価方式

503,050

504,535 779,628

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

流用等増△減額（千円）

歳出予算現額（千円）

4,995

503,050

450,695
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1

Ａ 2

Ａ 3

Ａ 4

Ｂ 1 一般 厚生労働本省

Ｂ 2 労働保険特別会計 労災勘定

Ｂ 3 労働保険特別会計 雇用勘定

Ｂ 4 労働保険特別会計 徴収勘定

Ｂ 5 年金特別会計 業務勘定

Ｃ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｃ 4 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 1 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 2 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 3 ＜ ＞＜ ＞

Ｄ 4 ＜ ＞＜ ＞

の内数

の内数

619,027

の内数

172,420

10,823

75,296

345,428

15,060

619,027

の内数

23年度
要求額

の内数

779,628

の内数

180,608

14,518

100,994

463,309

20,199

779,628

業務取扱いに必要な経費

22年度
当初予算額

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

業務取扱費

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

厚生労働本省共通費

業務取扱費 業務取扱いに必要な経費

合計

行政分野へのIT（情報通信技術）の活用とこれに併せた業務や制度の見直しにより、国民
の利便性の向上と行政運営の簡素化、効率化を図ること。

ⅩⅡ-1-1

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

業務取扱費

小計

小計

業務取扱いに必要な経費

政策名

業務取扱費 業務取扱いに必要な経費

厚生労働本省一般行政に必要な経費

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理】

項

政策評価結果等
による見直し額

事項
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 ⅩⅡ-1-1

22年度
当初
予算額

23年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による

見直し額
（C)

B 1 779,628 619,027 △ 160,601
評価結果を踏まえ、国民の利便性及びサービスの維持・更なる向上に資す
るため、国民からのオンラインによる申請・届出を処理するシステムを整
備、運用及び改善するための経費等を要求することとした。

合計

電子政府実現のための基盤整
備

政策評価調書（個別票①-3）

政策名
行政分野へのIT（情報通信技術）の活用とこれに併せた業務や制度
の見直しにより、国民の利便性の向上と行政運営の簡素化、効率化
を図ること。

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名 整理番号
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単位 基準値 目標値

（年度） 19年度 20年度 21年度 （年度）

（25）

50.3
70

重点21手
続のオン
ライン利
用率

％

オンライン利用拡大行動計画

45.6

平成20年8月20日

平成20年9月12日

国・地方公共団体の行政手続に関し、オンライン利用を飛躍的に拡大させるた
め、ワンストップ化やバックオフィス連携等を図り、利便性・サービス向上が実
感できる電子行政（電子政府・電子自治体）を実現する。

分野ごとの取組を通じて、重点手続全体では2013 年度（平成25 年度）末にオン
ライン利用率72％以上、先行手続全体では2011 年度（平成23 年度）末にオンラ
イン利用率66％以上の実現を目指す。

回

重点計画‐2008

番号政策名
行政分野へのIT（情報通信技術）の活用とこれに併せた業務
や制度の見直しにより、国民の利便性の向上と行政運営の簡
素化、効率化を図ること。

（有効性）
　以下のオンライン利用促進に有効な取組を実施した。
　①　労働保険関係手続について、労働保険適用徴収システムのe-Govへの移行に伴い、電
子申
      請体験システムに手続を追加した。
　②　毎月、定期的に総務省（e-Gov）と各部局を交え、全国社会保険労務士会連合会と定
期協
      議を行い、利便性向上のための意見・要望を聴取している。
　③　オンライン利用促進のための操作マニュアルを更新した。
　④　オンライン利用促進に係る部局間の連携を推進するため、「業務・システム最適化等
推

オンライン利用促進のた
めの部局横断的な調整
の場である「業務・シス
テム最適化等推進部
会」、「電子申請オンライ
ン利用促進緊急対策」
の取組等により、オンラ
イン利用率の向上につ
なげる。

4 2

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

（必要性）
　オンライン利用促進については、これまでの取組みを抜本的に見直し、新たな目標を設定の上、種々の改
善措置を集中的に講ずることとした「オンライン利用拡大行動計画」（2008年9月12日ＩＴ戦略本部決定）が
策定され、各種取組を進めることとされており、計画内容を着実に実施するため。

(反映の方向性）
　施策目標の達成に向けて進展しており、現在の取組を続ける。

（効率性）
　①　事業主が電子申請で被保険者の提出代行を行う場合、手続によっては委任状を添付す
る
      ことで、被保険者の電子証明書の省略を可とする措置を講じた。
　②　労働保険適用徴収システムについて、電子政府の総合窓口（e-Gov）に移行するとと
も
      に、労働保険料の自動計算機能を強化した。

利用者視
点に立っ
たオンライ
ン利用を
促進する
こと。

達成目標

関係する施政方針
演説等内閣の重要
政策（主なもの）

年月日

平成20年12月25日

重点手続全体で2013年度（平成25年度）末にオンライン利用率72％以上、重点手
続のうち取組の効果が比較的早期に現れやすいと考えられる手続全体では2011年
度（平成23年度）末にオンライン利用率66％以上の実現を目指す。

電子政府推進計画

i-Japan戦略2015

記載事項（抜粋）

国民・企業等の利用頻度が高い重点71 手続については、利用者満足度を高める
ため、重点的に業務改革に取り組むこと。

施政方針演説等

平成21年7月6日

42

政策の概要

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

　国民の利便性・サービスの向上を目的としてＩＴが活用される電子政府を実現するため、国・地方公共団
体に対する申請・届出等手続について、利用者視点に立った抜本的な見直し・改善等を進め、オンライン利
用の飛躍的な拡大を図る。

（総合的評価）
　「オンライン利用拡大行動計画」（2008年9月12日ＩＴ戦略本部決定）に基づき、国民や企業による利用頻度が高い
手続を中心に、社会保険・労働保険分野の21手続を重点手続として選定し、平成25年度までに重点手続全体の電子申請
利用率70％を達成するという目標を掲げた。
　厚生労働省としては、同計画に基づき種々の取組を行い、平成21年度末の目標利用率47％に対して、利用率50.3％と
いう実績を達成したことから、着実に利用促進が図られたと評価できる。
　※平成22年度は、モニタリングのみを実施している。

【評価結果の概要】

業務・シス
テム最適
化等推進
部会

4

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成２２年　　月 担当部局名：大臣官房統計情報部

ⅩⅡ-1-1

指標名 達成目標・指標の
設定根拠・考え方

実　績　値
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